
安全避難通路等について

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び7号炉

平成27年2月

本資料のうち，枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。

東京電力株式会社

KK67-0045 改01資料番号

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉審査資料

平成27年2月19日提出年月日

t1226505
長方形

t1226505
テキストボックス
資料1-4-2



第十一条：安全避難通路等について 

＜目 次＞ 

 

１．基本方針............................................................................. 1 

1.1 要求事項の整理 .................................................................... 1 

1.2 適合のための設計方針 .............................................................. 2 

２．安全避難通路等....................................................................... 3 

2.1 概 要 .............................................................................. 3 

2.2 作業用照明について ................................................................. 5 

2.3 可搬型照明について ................................................................ 28 

 



 

＜概 要＞ 
 
１．において，設計基準対処施設の設計基準規則，技術基準規則の追加要求事項を明確

化するとともに，それら要求に対する柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉における

適合性を示す。 
 
２．において，設計基準対処施設について，追加要求事項に適合するために必要となる

機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 
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１．基本方針 

1.1 要求事項の整理 

安全避難通路等について，設置許可基準規則第十一条及び技術基準規則第十三条にお

ける追加要求事項を明確化する。（第 1.1－1 表） 

 

 

第 1.1－1 表 設置許可基準規則第十一条及び技術基準規則第十三条 要求事項 

設置許可基準規則 
第十一条（安全避難通路等） 

技術基準規則 
第十三条（安全避難通路等） 

備考 

発電用原子炉施設には，次に掲げる

設備を設けなければならない。 
一 その位置を明確かつ恒久的に表

示することにより容易に識別できる

安全避難通路 
二 照明用の電源が喪失した場合に

おいても機能を損なわない避難用の

照明 

発電用原子炉施設には，次に掲げる

設備を施設しなければならない。 
一 その位置を明確かつ恒久的に表

示することにより容易に識別できる

安全避難通路 
二 照明用の電源が喪失した場合に

おいても機能を損なわない避難用の

照明 

変更なし 

三 設計基準事故が発生した場合に

用いる照明（前号の避難用の照明を

除く。）及びその専用の電源 

三 設計基準事故が発生した場合に

用いる照明（前号の避難用の照明を

除く。）及びその専用の電源 

追加要求事

項 
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1.2 適合のための設計方針 

 一 柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の建屋内には，避難階段を設置し，これ

らに通じる避難通路を設ける。また，避難通路等に非常灯及び誘導灯を設け，避難通

路の位置を明確かつ恒久的に表示することにより，避難通路を容易に識別できる設計

とする。 
 
二 非常灯及び誘導灯は，灯具に蓄電池を内蔵し，照明用の電源が喪失した場合におい

ても機能を損なわない設計とする。 
 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，避難用の照明とは別に作業用照

明を以下の場所に設置する設計とする。 
① 原子炉の停止，冷却操作及び監視等の操作が必要となる中央制御室 
② 設計基準事故発生時に必要な操作を実施する現場機器室 

③ 設計基準事故発生時，中央制御室での操作実施後，非常用炉心冷却系等の運転継続

が必要な動的機器の状態の確認を行う現場機器室 

④ 設計基準事故に加え，中央制御室退避事象，及び全交流電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるまでの間を考

慮した現場機器室 

⑤ 中央制御室から現場機器室までのアクセスルート 

 
作業用照明は，共通用電源もしくは非常用電源から受電しているものの他，④項の

現場機器室等のうち，全交流電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力

の供給が交流動力電源から開始されるまでの間においても点灯できるように，非常用

系の蓄電池から受電する直流非常灯もしくは蓄電池内蔵型照明を設置する設計とす

る。 
 
設計基準事故に対応するための操作が必要な場所は，作業用照明が設置されており

操作等が可能であるが，地震，津波，その他の自然現象や内部溢水，内部火災により

作業用照明が機能喪失する可能性も考慮し，初動操作に対応する運転員が常時滞在し

ている中央制御室等に懐中電灯等の可搬型照明を配備する。 
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２．安全避難通路等 

2.1 概 要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」第

十一条（安全避難通路等）第１項第三号によって要求される『設計基準事故が発生した

場合に用いる照明（前号の避難用の照明を除く。）及びその専用の電源』については，

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，避難用の照明とは別に作業用照明を

以下の場所に設置する。（第 2.1-1 表） 
① 原子炉の停止，冷却操作及び監視等の操作が必要となる中央制御室 
② 設計基準事故発生時に必要な操作を実施する現場機器室 

③ 設計基準事故発生時，中央制御室での操作実施後，非常用炉心冷却系等の運転継続

が必要な動的機器の状態の確認を行う現場機器室 

④ 設計基準事故に加え，中央制御室退避事象，及び全交流電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるまでの間を考

慮した現場機器室 

⑤ 中央制御室から現場機器室までの建屋内のアクセスルート 

 

 作業用照明は，共通用電源もしくは非常用電源から受電しているものの他，④項の現

場機器室等のうち，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力

の供給が交流動力電源から開始されるまでの間においても点灯できるように，非常用直

流電源から受電する直流非常灯もしくは蓄電池内蔵型照明を設置する。 

 

設計基準事故に対応するための操作が必要な場所は，作業用照明が設置されており操

作等が可能であるが，地震，津波，その他の自然現象や内部溢水，内部火災により作業

用照明が機能喪失する可能性も考慮し，初動操作に対応する運転員が常時滞在している

中央制御室等に懐中電灯等の可搬型照明を配備しており，昼夜，場所を問わず作業が可

能である。 
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第 2.1－1 表 作業用照明の主な設置箇所 
選定項目 設置箇所 

① 原子炉の停止，冷却操

作，及び監視等の操作 

＜発電用原子炉設置変更許可申請書 添付資料十に示す事故＞ 

・ 中央制御室 

② 設計基準事故発生時に

必要な操作を実施する

現場機器室 

＜発電用原子炉設置変更許可申請書 添付資料十に示す事故＞ 

・ 可燃性ガス濃度制御系室・・・再結合装置の移動 

・ 非常用電気品(A),(B)室・・・電源投入操作 

③ 設計基準事故発生時，中

央制御室での操作実施

後，非常用炉心冷却系等

の運転継続が必要な動

的機器の状態の確認を

行う現場機器室 

＜発電用原子炉設置変更許可申請書 添付資料十に示す事故＞ 

（原子炉冷却設備） 

・ 残留熱除去系(A),(B),(C)ポンプ室 

・ 原子炉補機冷却水系(A),(D)ポンプ室 

（原子炉補機冷却海水系(A),(D)ポンプ設置） 

・ 原子炉補機冷却水系(B),(E)ポンプ室 

（原子炉補機冷却海水系(B),(E)ポンプ設置） 

・ 原子炉補機冷却水系(C),(F)ポンプ室 

・ 原子炉補機冷却海水系(C),(F)ポンプ室 

・ 高圧炉心注水系(B),(C)ポンプ室 

・ 原子炉隔離時冷却系ポンプ・タービン室 

・ 制御棒駆動水系(A),(B)ポンプ室 

・ 非常用ディーゼル発電機(A),(B),(C)室 

（非常用換気設備） 

・ 非常用ガス処理系排風機(A),(B)室 

・ 中央制御室再循環装置室 

＜中央制御室退避事象＞ 

・ 中央制御室外原子炉停止装置室 

④ 設計基準事故に加え，中

央制御室退避事象，及び

全交流電源喪失時から

重大事故等に対処する

ために必要な電力の供

給が交流動力電源から

開始されるまでの間を

考慮した現場機器室※ 

＜全交流電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給

が交流動力電源から開始されるまでの間を考慮した現場機器室＞ 

・ 非常用電気品(A),(B),(C)室 

・ 計測制御用電源盤(Ⅰ),(Ⅱ),(Ⅲ),(Ⅳ)室 

⑤ 中央制御室から現場機

器室までの建屋内アク

セスルート※ 

・ 通路 

※ 内部火災や内部溢水等の発生に伴い必要な操作を実施する現場機器室についても，作業用照明を

設置する設計とする。 

  例：内部火災により１つの区分の非常用電気品室の機能が喪失した場合，原子炉停止時冷却モー

ドへ移行時，残留熱除去系停止時冷却外側隔離弁を手動にて閉操作する必要がある弁室(A)，

(B)，（C）の作業用照明の配置図を記載する。（15,22 頁参照） 
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2.2 作業用照明について 

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，避難用の照明とは別に作業用照明

を以下の場所に設置する。 

① 原子炉の停止，冷却操作及び監視等の操作が必要となる中央制御室 

② 設計基準事故発生時に必要な操作を実施する現場機器室 

③ 設計基準事故発生時，中央制御室での操作実施後，非常用炉心冷却系等の運転継続

が必要な動的機器の状態の確認を行う現場機器室 

④ 設計基準事故に加え，中央制御室退避事象，及び全交流電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるまでの間を考

慮した現場機器室 

⑤ 中央制御室から現場機器室までの建屋内のアクセスルート 

 

ただし，②項のうち，可燃性ガス濃度制御系再結合装置については，トラックを用い

て６号炉もしくは７号炉から移動させる必要があり，移動の間は，トラックのヘッドラ

イト照明にて移動路を照らすことにより，昼夜，を問わず作業が可能である。（29頁参照） 

 

作業用照明は，設置場所に応じて常用照明，非常用照明，直流非常灯，及び蓄電池内

蔵型照明を設置する。（第2.2－1表） 

直流非常灯，蓄電池内蔵型照明は，④項の現場機器室等のうち，全交流動力電源喪失

時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源から開始されるま

での間においても点灯できるように，中央制御室，非常用電気品室および中央制御室か

ら非常用電気品室までの建屋内のアクセスルートとなる通路に設置する。 

なお，作業用照明は，上記の他，定期検査時の点検等を考慮し，概ね建屋内全域に設

置する。 

 

第2.2－1表 作業用照明の種類，給電元，及び設置場所について 

 給電元 設置場所 

常用照明（蛍光灯，白熱灯） 共通用低圧母線 現場機器室，アクセスルート 

非常用照明（蛍光灯，白熱灯） 非常用低圧母線 中央制御室，現場機器室，アクセス

ルート 

直流非常灯 非常用直流電源 中央制御室，現場機器室 

蓄電池内蔵型照明 内蔵蓄電池 中央制御室，現場機器室，アクセス

ルート 

 

第 2.2－1,2 図に作業用照明電源系統図，第 2.2－3 図に作業用照明装置，第 2.2－4

図に作業用照明配置図を示す。
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第 2.2－1 図 作業用照明電源系統図（6号炉） 

500kV 母線 

66kV 母線 

起動用開閉所変圧器

共通用高圧母線 
(6SA-1) 

共通用高圧母線 
(6SA-2) 

常用照明 

非常用高圧母線(6C) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(6C-1)

共通用低圧母線 
(6SA) 

蓄電池内
蔵型照明 

G

非常用ディーゼル 
発電機(6A) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯

共通用高圧母線 
(6SB-1) 

共通用高圧母線 
(6SB-2) 

常用照明

非常用高圧母線(6D) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(6D-1)

共通用低圧母線 
(6SB) 

蓄電池内
蔵型照明

G

非常用ディーゼル 
発電機(6B) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯

非常用高圧母線(6E) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(6E-1)

G

非常用ディーゼル 
発電機(6C) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯 

起動変圧器 起動変圧器 

動力変圧器 動力変圧器 動力変圧器 動力変圧器 動力変圧器 
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第 2.2－2 図 作業用照明電源系統図（７号炉）

500kV 母線 

66kV 母線 

起動用開閉所変圧器

共通用高圧母線 
(6SA-1) 

共通用高圧母線 
(6SA-2) 

常用照明

非常用高圧母線(7C) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(7C-1)

共通用低圧母線 
(7SA) 

蓄電池内
蔵型照明 

G

非常用ディーゼル 
発電機(7A) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯

共通用高圧母線 
(6SB-1) 

共通用高圧母線 
(6SB-2) 

常用照明

非常用高圧母線(7D) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(7D-1)

共通用低圧母線 
(7SB) 

蓄電池内
蔵型照明 

G

非常用ディーゼル 
発電機(7B) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯

非常用高圧母線(7E) 

非常用照明

非常用低圧母線 

(7E-1)

G

非常用ディーゼル 
発電機(7C) 

直流電源設備 

蓄電池 

直流非常灯 

動力変圧器  動力変圧器 動力変圧器 動力変圧器 

起動変圧器 起動変圧器 
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第 2.2－3 図 作業用照明装置 

 

 

 

 

 

 

直流非常灯 

仕様 

・ 定格電圧：直流 125V 

蓄電池内蔵型照明 

仕様 

・ 定格電圧：交流 100V 

・ 点灯可能時間：12 時間以上 

（全交流電源喪失時から重大

事故等に対処するために必

要な電力の供給が交流動力

電源から開始されるまでの

間として想定する 12 時間以

上点灯が必要） 

非常用照明（蛍光灯） 

仕様 

・ 定格電圧：交流 100V 

（常用照明の仕様は同じ） 
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2.3 可搬型照明について 

外部電源喪失時の夜間における可燃性ガス濃度制御系再結合装置の移動以外につい

ては，建屋内に作業用照明を確保しているため，可搬型照明を使用せずとも操作に必要

な照明は確保される。 

一方，地震，津波，その他の自然現象や内部溢水，内部火災により作業用照明が機能

喪失する可能性も考慮し，初動操作に対応する運転員が通常滞在している中央制御室等

に懐中電灯等の可搬型照明を配備しており，昼夜，場所を問わず作業を可能とする。（第

2.3－1 表） 

 

第 2.3－1 表 可搬型照明の保管場所，数量及び仕様 

 保管場所 数量 仕様 

中央制御室 20個（６号炉，７号炉共用）

（現場対応10名分＋ 

予備10個） 

懐中電灯 

 

現場控室 

(配置図：12

頁参照) 

４個（６号炉，７号炉共用）

（管理区域で懐中電灯が

使用不能時の予備） 

電源：乾電池（単三×2）

点灯可能時間：約10時間

（管理区域での作業可能

な10時間点灯できるよ

うに予備乾電池を持参

する。） 

ランタンタイプLEDライト 

 

中央制御室 ４個（６号炉，７号炉共用）

（中央制御室対応として

当直長＋ 

6号炉主機操作員＋ 

7号炉主機操作員＋ 

予備１台） 

電源：乾電池（単一×3）

点灯可能時間：約72時間

（消灯した場合，予備を

点灯させ，乾電池交換

を実施する。） 

三脚タイプLEDライト 

 

中央制御室 ４個（６号炉，７号炉共用）

（ランタンタイプLEDの予

備） 

電源：乾電池（単三×6）

点灯可能時間：約30時間

ヘッドライト 

 

中央制御室 100個 

（運転員全員に配備）  

電源：乾電池（単三×1）

点灯可能時間：約8時間 

（管理区域での作業可能

な10時間点灯できるよ

うに予備乾電池を持参

する。） 
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（１）外部電源喪失時の夜間における可燃性ガス濃度制御系再結合装置の移動 

 

可燃性ガス濃度制御系は６号炉および７号炉で２台の再結合装置を保有している。 

一方の号炉で可燃性ガス濃度制御を必要とする事故が発生した際に再結合装置が故障

した場合には，もう一方の号炉から再結合装置を移動させ使用する設計としている。 

 

（1-1）対応方針 

ａ）屋内作業 

６号炉で事故が発生し，再結合装置が故障した場合，屋内では，７号炉可燃性ガ

ス濃度制御系室にて再結合装置取り外し作業，６号炉可燃性ガス濃度制御系室にて

再結合装置設置作業が必要となる。 

外部電源喪失を伴う事故時においても，非常用ディーゼル発電機から給電される

非常用照明，及び蓄電池内蔵照明により，可燃性ガス濃度制御系室は暗所になるこ

とはない。なお，更なる作業安全及び視認性の確保の観点から，必要に応じ，LED ラ

イト，ヘッドライトの可搬型照明を用いて作業を行う。 

 

 ｂ）屋外作業 

   ７号炉可燃性ガス濃度制御系室から取り外された再結合装置をトラックに載せ，

６号炉可燃性ガス濃度制御系室まで移動する。移動の間は，トラックのヘッドライ

ト照明にて移動路を照らす。なお，更なる作業安全及び視認性の確保の観点から，

必要に応じ，LED ライト，ヘッドライト等の可搬型照明を用いて作業を行う。 

  

（７号炉で事故が発生した場合，６号炉可燃性ガス濃度制御系再結合装置を移動させ

使用する。） 

 

（1-2）可搬型照明 

可搬型照明として，LED ライト及びヘッドライトを配備する。（第 2.3－2 表）
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第 2.3－2 表 可燃性ガス濃度制御系再結合装置移動時の可搬型照明の保管場所，数量

及び仕様 

 保管場所 数量 仕様 

トラック 

 

大湊側高台式

材置場 

１台 ヘッドライト点灯可能

時間：10時間以上 

（再結合装置の取外か

ら搬入・据付までの4

時間以上点灯が必要）

LEDライト（フロアライト） 荒浜側高台資

機材置場 

５個 

（扉開放４個使用＋予備

１個） 

電源：内蔵蓄電池  

点灯可能時間：約6時間 

（再結合装置の取外か

ら搬入・据付までの4

時間以上点灯が必要）

ヘッドライト 事務本館 11個 

（可燃性ガス濃度制御

系再結合装置設置要

員10名＋トラック運

転員1名に配備） 

 

電源：乾電池（単三×1）

点灯可能時間：約8時間 

（再結合装置の取外か

ら据付，最終確認まで

の10時間以上点灯で

きるように予備乾電

池を持参する。） 
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(1-3) 運搬作業のルートについて 

可搬式再結合装置の運搬作業が必要と判断された場合，当社復旧班にて発電所構内

の大湊側高台資機材置場に駐車している可搬式再結合装置運搬用車両を，6号炉あるい

は 7号炉へ移動する手順を整備している。これらの車両移動ルートを第 2.3－1 図，第

2.3－2 図に示しており，自然災害等による通行不可状況を想定し，車両移動ルートは

複数設けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3－1 図 可搬式再結合装置運搬車両の移動ルート（発電所全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3－2 図 可搬式再結合装置運搬車両の移動ルート（6,7 号炉近傍） 




